
 

 
 
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
近畿地方年金記録訂正審議会 

令和元年 10 月 31 日答申分 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの    20 件 

        厚生年金保険関係      20 件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの          ６件 

        国 民 年 金 関 係       １件 

        厚生年金保険関係       ５件 

 

 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900099 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（国）第 1900020 号 

 

第１ 結論 

昭和 54 年＊月から昭和 56 年３月までの請求期間については、国民年金保険料を納付した期

間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

   住    所 ：  

 ２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 54 年＊月から昭和 56年３月まで 

私が 20 歳となった昭和 54 年＊月から、昭和 56 年４月１日に就職するまでの大学生であ

った期間、両親が私の国民年金の加入手続をし、保険料を負担してくれていた。しかし、当

該期間について、国民年金の記録がないので、調査の上、年金記録の訂正を願いたい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、両親が請求者の国民年金の加入手続を行い、請求期間の国民年金保険料を納付し

ていた旨主張し、請求者は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関与していな

い旨の陳述をしており、これらを行っていたとする請求者の両親は、既に亡くなっていること

から、請求者の請求期間に係る国民年金の加入状況及び国民年金保険料の納付状況は不明であ

る。 

また、請求期間当時学生であった請求者が、請求期間の国民年金保険料を納付するためには、

国民年金に任意加入し、国民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、請求者に国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、請求期間は国民年金に未加

入の期間であり、請求者及び請求者の両親は、請求期間に係る国民年金保険料を納付すること

はできない。 

このほか、請求者及び請求者の両親が、請求期間に係る国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料はない上、請求者の請求期間に係る国民年金保険料が納付されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、請求者が

請求期間に係る国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



        

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900236 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900098 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 23 年 12 月５日の標準賞与額に係る記録を 38 万 8,000 円とする

ことが必要である。 

平成 23年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 23年 12 月５日 

    請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

38 万 8,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 23 年＊月

＊日から平成 24 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、38万 8,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



       

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900237 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900099 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 26 年６月 25 日の標準賞与額に係る記録を 39 万円とすることが

必要である。 

平成 26 年６月 25 日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 26年６月 25日 

    請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

39 万円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 26 年＊月

＊日から平成 27 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、39万円とし、

保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



        

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900238 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900100 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 26 年 12 月５日の標準賞与額に係る記録を 62 万 7,000 円とする

ことが必要である。 

平成 26年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 26年 12 月５日 

    請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

62 万 7,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 26 年＊月

＊日から平成 28 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、62万 7,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



       

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900239 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900101 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 27 年 12 月４日の標準賞与額に係る記録を 73 万 3,000 円とする

ことが必要である。 

平成 27年 12 月４日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ：  平成 27 年 12 月４日 

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間において標準賞与額 73 万 3,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る産前産後休業（平成 27 年＊

月＊日から平成 28 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚

生年金保険法第 81 条の２の２において、産前産後休業をしている被保険者が使用される事業

所の事業主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその産前産後休業を開始

した日の属する月からその産前産後休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に

係る保険料の徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標

準賞与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該

期間に係る標準賞与額の記録についても、厚生年金保険法第75条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳及び日本年金機構

の回答から、73 万 3,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録すること

が必要である。 

 

 

 



       

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900240 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900102 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 25 年６月 25 日の標準賞与額に係る記録を 18 万 3,000 円とする

ことが必要である。 

平成 25 年６月 25 日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 平成元年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 25年６月 25日 

    請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

18 万 3,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 25 年＊月

＊日から平成 26 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、18万 3,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



       

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900241 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900103 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 26 年６月 25 日は 53 万 7,000 円、同年

12 月５日は 24万 6,000 円及び平成 27年 12 月４日は 23万 4,000 円とすることが必要である。 

平成 26 年６月 25 日、同年 12 月５日及び平成 27 年 12 月４日の標準賞与額については、保

険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 平成元年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 26 年６月 25日 

             ② 平成 26年 12 月５日 

             ③ 平成 27年 12 月４日 

請求期間①、②及び③にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録

が保険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を

保険給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間①において標準賞与

額 53 万 7,000 円、請求期間②において標準賞与額 24 万 6,000 円及び請求期間③において 23

万 4,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①、②及び③に係る標準賞与額は、厚生

年金保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利

が時効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行

わない旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る産前産後休業（平成 26 年＊

月＊日から同年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金

保険法第 81 条の２の２において、産前産後休業をしている被保険者が使用される事業所の事

業主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその産前産後休業を開始した日

の属する月からその産前産後休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保

険料の徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間①の標準賞

与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間

に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75条本文の規定は適用されない。 

また、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 26 年＊月＊日から

平成 27 年＊月＊日までの期間及び同年＊月＊日から平成 29 年＊月＊日までの期間）取得の申

出を行ったことが確認できるところ、厚生年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をし

ている被保険者が使用される事業所の事業主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料

であってその育児休業等を開始した日の属する月からその育児休業等が終了する日の翌日が

属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づ

くと、請求者の請求期間②及び③の標準賞与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのもの



が存在しないことから、請求者の当該各期間に係る標準賞与額の記録についても、厚生年金保

険法第 75条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①、②及び③に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、

請求期間①は 53 万 7,000 円、請求期間②は 24 万 6,000 円及び請求期間③は 23 万 4,000 円と

し、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



     

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900242 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900104 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 26 年 12 月５日は 66 万 3,000 円及び平

成 27 年６月 25日は 21万 6,000 円とすることが必要である。 

平成 26年 12 月５日及び平成 27 年６月 25 日の標準賞与額については、保険給付の計算の基

礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 62年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 26 年 12 月５日 

             ② 平成 27年６月 25 日 

    請求期間①及び②にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保

険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険

給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間①において標準賞与額 66万 3,000 円及び請求期間②において標準賞与額 21万 6,000円に

見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①及び②に係る標準賞与額は、厚生年金

保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時

効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わな

い旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る産前産後休業（平成 26 年＊

月＊日から平成 27 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚

生年金保険法第 81 条の２の２において、産前産後休業をしている被保険者が使用される事業

所の事業主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその産前産後休業を開始

した日の属する月からその産前産後休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に

係る保険料の徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間①の

標準賞与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当

該期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されな

い。 

また、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 27 年＊月＊日から

平成 28 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金保険

法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業主が申出

をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属する月か

らその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行

わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間②の標準賞与額に係る厚生

年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標準賞与



額の記録についても、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳及び日本

年金機構の回答から、請求期間①は 66万 3,000 円及び請求期間②は 21万 6,000 円とし、保険

給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



      

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900243 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900105 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 24 年 12 月５日は 66 万 3,000 円、平成

25年６月25日は８万6,000円及び平成27年 12月４日は67万 5,000円とすることが必要であ

る。 

平成24年12月５日、平成25年６月25日及び平成27年12月４日の標準賞与額については、

保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 24 年 12 月５日 

             ② 平成 25年６月 25 日 

             ③ 平成 27年 12 月４日 

請求期間①、②及び③にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録

が保険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を

保険給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間①において標準賞与額 66 万 3,000 円、請求期間②において標準賞与額８万 6,000 円及び

請求期間③において 67万 5,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①、②及び③に係る標準賞与額は、厚生

年金保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利

が時効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行

わない旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 24 年＊月

＊日から平成 25 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間①及び②の標準賞

与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該各期

間に係る標準賞与額の記録についても、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

また、オンライン記録により、事業主が請求者に係る産前産後休業（平成 27 年＊月＊日か

ら平成 28 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金保

険法第 81 条の２の２において、産前産後休業をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその産前産後休業を開始した日の

属する月からその産前産後休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険

料の徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間③の標準賞与



額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に

係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①、②及び③に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳及び

日本年金機構の回答から、請求期間①は 66 万 3,000 円、請求期間②は８万 6,000 円及び請求

期間③は 67 万 5,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが

必要である。 



      

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900244 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900106 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 24年６月25日は 33万円及び平成 26年

６月 25 日は 22万 9,000 円とすることが必要である。 

平成 24 年６月 25 日及び平成 26 年６月 25 日の標準賞与額については、保険給付の計算の基

礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 24 年６月 25日 

             ② 平成 26年６月 25 日 

   請求期間①及び②にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険

給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付

の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間①において標準賞与

額33万円及び請求期間②において標準賞与額22万 9,000円に見合う賞与の支払を受けたこと

が認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①及び②に係る標準賞与額は、厚生年金

保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時

効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わな

い旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 24 年＊月

＊日から平成 25 年＊月＊日までの期間及び平成 26 年＊月＊日から平成 27 年＊月＊日までの

期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金保険法第 81 条の２において、

育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業主が申出をしたときは、当該被保険

者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属する月からその育児休業等が終了

する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行わない旨規定されており、

当該規定に基づくと請求者の請求期間①及び②の標準賞与額に係る厚生年金保険料を徴収す

る権利そのものが存在しないことから、請求者の当該各期間に係る標準賞与額の記録について

も、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、請

求期間①は 33 万円及び請求期間②は 22万 9,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞

与額として記録することが必要である。 



       

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900245 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900107 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 20 年６月 25 日は 35 万 4,000 円及び平

成 22 年６月 25日は 22万 9,000 円とすることが必要である。 

平成 20 年６月 25 日及び平成 22 年６月 25 日の標準賞与額については、保険給付の計算の基

礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 20 年６月 25日 

             ② 平成 22年６月 25 日 

   請求期間①及び②にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険

給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付

の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間①において標準賞与

額 35万 4,000 円及び請求期間②において標準賞与額 22万 9,000円に見合う賞与の支払を受け

たことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①及び②に係る標準賞与額は、厚生年金

保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時

効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わな

い旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 20 年＊月

＊日から平成 21 年＊月＊日までの期間及び平成 22 年＊月＊日から同年＊月＊日までの期間）

取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金保険法第 81 条の２において、育児休

業等をしている被保険者が使用される事業所の事業主が申出をしたときは、当該被保険者に係

る保険料であってその育児休業等を開始した日の属する月からその育児休業等が終了する日

の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行わない旨規定されており、当該規

定に基づくと請求者の請求期間①及び②の標準賞与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利

そのものが存在しないことから、請求者の当該各期間に係る標準賞与額の記録についても、厚

生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、請

求期間①は 35万 4,000 円及び請求期間②は 22万 9,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる

標準賞与額として記録することが必要である。 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900001 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900108 号 

 

第１ 結論 

請求期間①について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪

失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間②について、請求者のＢ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪

失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

     請 求 期 間 ： ① 平成３年２月から同年８月 16日まで 

            ② 平成３年８月 16日から平成５年８月 16日まで 

    請求期間①の約６か月間は、Ｃホテル内のＤで調理師として、請求期間②の２年間は、Ｂ

社からＥホテルに出向し、同ホテル内のレストランで料理長として勤務した。 

請求期間①及び②に係る厚生年金保険の被保険者記録がないので、調査の上、当該期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①について、請求者は、Ｃホテル内のＤで調理師として勤務した旨主張していると

ころ、当該期間にＡ社における厚生年金保険の被保険者記録がある複数の同僚の回答及び陳述

から、当該期間のうち一部の期間において、請求者が同社に勤務していたことがうかがえるも

のの、Ｆ労働局は請求者の同社における雇用保険の記録について該当がない旨回答しており、

請求者の同社における勤務期間を特定することができない。 

また、商業登記の記録によると、Ａ社は既に解散している上、同社の承継事業所であるＧ社

Ｈホテル事業所は、「請求期間①当時における請求者の勤務実態、厚生年金保険料の控除、従

業員の雇入れ時に係る試用期間の有無及び厚生年金保険等の加入時期について、いずれも不明

である。」旨回答しており、事業所から、請求者の請求期間①における勤務実態及び厚生年金

保険料の控除を確認することができない。 

さらに、請求期間①において、Ａ社における厚生年金保険の被保険者記録がある者（取締役

を含む。）のうち連絡先の判明した者、請求者が一緒に勤務したとして名前を挙げた者及び同

社の社会保険事務担当者と思われる者に照会し、複数の者から回答を得たが、請求者の具体的

な勤務期間及び雇用形態について確認できる回答は得られず、これらの者からも、請求者の請

求期間①における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、確認することができない。 

請求期間②について、雇用保険の記録、請求者から提出されたＢ社の辞令及び嘱託雇用契約

書並びに同僚の陳述から、請求者は、当該期間において同社に在籍し、Ｅホテルに出向してい

たことが認められる。 

しかしながら、Ｂ社は既に解散している上、同社の承継事業所であるとするＩ社は、「請求

者の請求期間②に係る勤務実態及び給与からの厚生年金保険料の控除については、資料が保管

されておらず不明である。」旨回答しており、事業所から、請求者の請求期間②における勤務

実態及び厚生年金保険料の控除の有無を確認することができない。 



また、請求者から提出された嘱託雇用契約書によると、雇用保険についてはＢ社所属の被保

険者となる旨及び労働者災害補償保険は同社が附保する旨の記載が確認できる一方で、健康保

険及び厚生年金保険に係る記載はなく、請求者の同社における厚生年金保険の加入について、

確認することができない。 

さらに、請求期間②において、Ｂ社の取締役であり、かつ、同社における厚生年金保険の被

保険者記録がある連絡先の判明した者に照会し、このうち回答のあった４人は、「Ｂ社では、

嘱託社員が採用と同時に休職となり、海外へ出向する場合、健康保険及び厚生年金保険の加入

対象者としていたか否かは不明である。」旨回答しており、これらの者から、請求者の当該期

間における厚生年金保険の加入及び厚生年金保険料の控除について、確認することができない。 

加えて、請求期間②において、請求者と一緒に勤務したとする同僚は、「私はＪに出向する

何年も前から正社員としてＣホテルに勤務しており、出向した期間においても、同ホテルから

支給される給料から厚生年金保険料が控除されていたので、年金記録は継続していると思うが、

請求者については、雇用形態や雇用契約は分からない。」旨陳述しており、同僚からも、請求

者の当該期間に係る厚生年金保険の加入等について、確認することができない。 

このほか、請求者の請求期間①及び②における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年金

保険の被保険者として、請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 



    

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900195 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900109 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 26 年６月 25 日の標準賞与額に係る記録を 69 万円とすることが

必要である。 

平成 26 年６月 25 日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ：  平成 26 年６月 25 日              

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

69 万円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 26 年＊月

＊日から平成 27 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、69万円とし、

保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



     

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900196 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900110 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 27 年 12 月４日の標準賞与額に係る記録を 83 万 9,000 円とする

ことが必要である。 

平成 27年 12 月４日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 27年 12 月４日 

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

83 万 9,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る産前産後休業（平成 27 年＊

月＊日から平成 28 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚

生年金保険法第 81 条の２の２において、産前産後休業をしている被保険者が使用される事業

所の事業主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその産前産後休業を開始

した日の属する月からその産前産後休業が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に

係る保険料の徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標

準賞与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該

期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第75条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、83万 9,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900197 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900111 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 20 年 12 月５日の標準賞与額に係る記録を 14 万 8,000 円とする

ことが必要である。 

平成 20年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 20年 12 月５日              

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

14 万 8,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 20 年＊月

＊日から平成 21 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、14万 8,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



     

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900198 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900112 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 23 年６月 24 日は 12 万 5,000 円及び平

成 24 年 12 月５日は 25万 6,000 円とすることが必要である。 

平成 23 年６月 24 日及び平成 24年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基

礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 23 年６月 24日 

             ② 平成 24年 12 月５日 

請求期間①及び②にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保

険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険

給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間①において標準賞与

額 12万 5,000 円及び請求期間②において標準賞与額 25万 6,000円に見合う賞与の支払を受け

たことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①及び②に係る標準賞与額は、厚生年金

保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時

効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わな

い旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 23 年＊月

＊日から平成 24 年＊月＊日までの期間及び平成 24 年＊月＊日から平成 25 年＊月＊日までの

期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生年金保険法第 81 条の２において、

育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業主が申出をしたときは、当該被保険

者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属する月からその育児休業等が終了

する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行わない旨規定されており、

当該規定に基づくと、請求者の請求期間①及び②の標準賞与額に係る厚生年金保険料を徴収す

る権利そのものが存在しないことから、請求者の当該各期間に係る標準賞与額の記録について

は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、請

求期間①は 12万 5,000 円及び請求期間②は 25万 6,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる

標準賞与額として記録することが必要である。 



    

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900199 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900113 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 24 年 12 月５日の標準賞与額に係る記録を 60 万 1,000 円とする

ことが必要である。 

平成 24年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24年 12 月５日 

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

60 万 1,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 24 年＊月

＊日から平成 25 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、60万 1,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



     

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900200 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900114 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 19 年６月 25 日は 13 万 3,000 円、平成

21 年６月 25 日は 31 万 7,000 円及び平成 25 年６月 25 日は 49 万 5,000 円とすることが必要で

ある。 

平成19年６月25日、平成21年６月25日及び平成25年６月25日の標準賞与額については、

保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 19 年６月 25日 

             ② 平成 21年６月 25 日 

             ③ 平成 25年６月 25 日 

請求期間①、②及び③にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録

が保険給付の計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を

保険給付の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が請求期

間①において標準賞与額 13 万 3,000 円、請求期間②において標準賞与額 31 万 7,000 円及び請

求期間③において標準賞与額 49万 5,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間①、②及び③に係る標準賞与額は、厚生

年金保険法第 75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利

が時効により消滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行

わない旨規定されている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 19 年＊月

＊日から同年＊月＊日までの期間、平成 21 年＊月＊日から同年＊月＊日までの期間及び平成

25 年＊月＊日から同年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚

生年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事

業主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の

属する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料

の徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間①、②及び③の

標準賞与額に係る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当

該各期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用され

ない。 

以上のことから、請求期間①、②及び③に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳及び

日本年金機構の回答から、請求期間①は 13 万 3,000 円、請求期間②は 31万 7,000 円及び請求

期間③は 49 万 5,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが

必要である。 



     

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900201 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900115 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 24 年 12 月５日の標準賞与額に係る記録を 56 万 5,000 円とする

ことが必要である。 

平成 24年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24年 12 月５日 

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

56 万 5,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 24 年＊月

＊日から平成 26 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、56万 5,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900202 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900116 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 19 年 12 月５日の標準賞与額に係る記録を 38 万 1,000 円とする

ことが必要である。 

平成 19年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 19年 12 月５日              

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳及び日本年金機構の回答により、請求者が、請求

期間において標準賞与額 38 万 1,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 19 年＊月

＊日から平成 20 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳及び日本年金機構

の回答から、38 万 1,000 円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録すること

が必要である。 



    

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900203 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900117 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 22 年６月 25 日の標準賞与額に係る記録を 37 万 3,000 円とする

ことが必要である。 

平成 22 年６月 25 日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 22年６月 25日              

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

37 万 3,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 22 年＊月

＊日から平成 23 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、37万 3,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



     

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1900204 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900118 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 24 年 12 月５日の標準賞与額に係る記録を 28 万 5,000 円とする

ことが必要である。 

平成 24年 12 月５日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 63年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24年 12 月５日              

請求期間にＡ社から賞与が支給されたが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が保険給付の

計算の基礎とならない記録となっている。当該賞与に係る標準賞与額の記録を保険給付の計

算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

     

第３ 判断の理由 

Ａ社から提出された請求者に係る賃金台帳により、請求者が、請求期間において標準賞与額

28 万 5,000 円に見合う賞与の支払を受けたことが認められる。 

一方、オンライン記録において、請求者の請求期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第

75 条本文該当と記録されているところ、同条本文には、保険料を徴収する権利が時効により消

滅したときは当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わない旨規定さ

れている。 

しかしながら、オンライン記録により、事業主が請求者に係る育児休業等（平成 24 年＊月

＊日から平成 25 年＊月＊日までの期間）取得の申出を行ったことが確認できるところ、厚生

年金保険法第 81 条の２において、育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事業

主が申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料であってその育児休業等を開始した日の属

する月からその育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の

徴収は行わない旨規定されており、当該規定に基づくと、請求者の請求期間の標準賞与額に係

る厚生年金保険料を徴収する権利そのものが存在しないことから、請求者の当該期間に係る標

準賞与額の記録については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

以上のことから、請求期間に係る標準賞与額については、前述の賃金台帳から、28万 5,000

円とし、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 



 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1800648 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900119 号 

 

第１ 結論 

 請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正を認めること

はできない。 

   

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

 氏 名 ：  男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

 住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

     請 求 期 間 ： 昭和 56 年７月１日から平成８年 12 月 10 日まで 

Ａ社における私の標準報酬月額は、実際に受け取っていた報酬より低く記録されている。 

Ａ社ではＢとして毎月 70 万円の報酬を受け取っていたので、その報酬に見合う標準報酬

月額に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間のうち、昭和 56 年７月から昭和 60 年９月までの期間について、オンライン記録に

より確認できる請求者の標準報酬月額は、当時の厚生年金保険法における最高等級の標準報酬

月額の 41万円であり、これを超える標準報酬月額は制度上存在しない。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月

額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額及び請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、同法による記録の訂正及び保険給付が行われるためには、請

求期間に係る報酬月額及び厚生年金保険料控除額の双方を特定することが必要である。 

しかしながら、ⅰ）商業登記の記録によると、Ａ社は既に解散しており、同社の代表取締役

は、「賃金台帳等はＣに押収され、保管していない。」旨陳述しているところ、Ｃの担当者は、

「Ａ社が債務者であった記録は残っているが、同社の債権は平成 15 年に売却され、資料は何

も残っていない。」旨陳述していること、ⅱ）Ｄ税務署及びＥ市税事務所の担当者は、請求者の

請求期間に係る資料を保存していない旨陳述していること、ⅲ）請求者は請求期間に係る給与

明細書等を保管していないとしていることから、請求者の請求期間に係る給与支給額（報酬月

額）及び厚生年金保険料控除額について、確認又は推認することができない。 

   このほか、請求者の請求期間における給与支給額及び厚生年金保険料の控除について、確認

又は推認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

において、その主張する標準報酬月額に見合う報酬月額を支給され、その主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1800647 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900120 号 

 

第１ 結論 

 請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正を認めること

はできない。 

   

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

 氏 名 ：  男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

 住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

     請 求 期 間 ： 昭和 56 年７月１日から平成８年 12 月 10 日まで 

Ａ社における私の標準報酬月額は、実際に受け取っていた報酬より低く記録されている。 

Ａ社ではＢとして毎月 70 万円の報酬を受け取っていたので、その報酬に見合う標準報酬

月額に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を

改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる厚生年金保険料額及び請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、同法による記録の訂正及び保険給付が行われるためには、請求期

間に係る報酬月額及び厚生年金保険料控除額の双方を特定することが必要である。 

しかしながら、ⅰ）商業登記の記録によると、Ａ社は既に解散しており、同社の代表取締役

は、「賃金台帳等はＣに押収され、保管していない。」旨陳述しているところ、Ｃの担当者は、

「Ａ社が債務者であった記録は残っているが、同社の債権は平成 15 年に売却され、資料は何

も残っていない。」旨陳述していること、ⅱ）Ｄ税務署及びＥ市税事務所の担当者は、請求者の

請求期間に係る資料を保存していない旨陳述していること、ⅲ）請求者は請求期間に係る給与

明細書等を保管していないとしていることから、請求者の請求期間に係る給与支給額（報酬月

額）及び厚生年金保険料控除額について、確認又は推認することができない。 

   このほか、請求者の請求期間における給与支給額及び厚生年金保険料の控除について、確認

又は推認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

において、その主張する標準報酬月額に見合う報酬月額を支給され、その主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1800646 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900121 号 

 

第１ 結論 

 請求期間①及び②について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正を認

めることはできない。 

   

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

 氏 名 ：  男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

 住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

     請 求 期 間 ： ① 昭和 56 年７月１日から昭和 59 年４月１日まで 

            ② 昭和 60 年５月 21日から平成８年 12 月 10 日まで 

Ａ社における私の標準報酬月額は、実際に受け取っていた報酬より低く記録されている。 

Ａ社ではＢとして毎月 70 万円の報酬を受け取っていたので、その報酬に見合う標準報酬

月額に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を

改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる厚生年金保険料額及び請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、同法による記録の訂正及び保険給付が行われるためには、請求期

間に係る報酬月額及び厚生年金保険料控除額の双方を特定することが必要である。 

しかしながら、ⅰ）商業登記の記録によると、Ａ社は既に解散しており、同社の代表取締役

は、「賃金台帳等はＣに押収され、保管していない。」旨陳述しているところ、Ｃの担当者は、

「Ａ社が債務者であった記録は残っているが、同社の債権は平成 15 年に売却され、資料は何

も残っていない。」旨陳述していること、ⅱ）Ｄ税務署及びＥ市税事務所の担当者は、請求者の

請求期間①及び②に係る資料を保存していない旨陳述していること、ⅲ）請求者は請求期間①

及び②に係る給与明細書等を保管していないとしていることから、請求者の請求期間①及び②

に係る給与支給額（報酬月額）及び厚生年金保険料控除額について、確認又は推認することが

できない。 

   このほか、請求者の請求期間①及び②における給与支給額及び厚生年金保険料の控除につい

て、確認又は推認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

①及び②において、その主張する標準報酬月額に見合う報酬月額を支給され、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 

 



 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1800645 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1900122 号 

 

第１ 結論 

 請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正を認めること

はできない。 

   

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

 氏 名 ：  男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

 住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

     請 求 期 間 ： 昭和 56 年７月１日から平成８年 12 月 10 日まで 

Ａ社における私の標準報酬月額は、実際に受け取っていた報酬より低く記録されている。 

Ａ社ではＢとして毎月 100 万円の報酬を受け取っていたので、その報酬に見合う標準報酬

月額に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間のうち、昭和 56 年７月から平成元年 11 月までの期間について、オンライン記録に

より確認できる請求者の標準報酬月額は、当時の厚生年金保険法における最高等級の標準報酬

月額（請求期間のうち、昭和 56 年７月から昭和 60 年９月までは 41 万円、同年 10月から平成

元年 11 月までは 47 万円）であり、これを超える標準報酬月額は制度上存在しない。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月

額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額及び請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、同法による記録の訂正及び保険給付が行われるためには、請

求期間に係る報酬月額及び厚生年金保険料控除額の双方を特定することが必要である。 

しかしながら、ⅰ）商業登記の記録によると、Ａ社は既に解散しており、同社の代表取締役

は、「賃金台帳等はＣに押収され、保管していない。」旨陳述しているところ、Ｃの担当者は、

「Ａ社が債務者であった記録は残っているが、同社の債権は平成 15 年に売却され、資料は何

も残っていない。」旨陳述していること、ⅱ）Ｄ税務署及びＥ市税事務所の担当者は、請求者の

請求期間に係る資料を保存していない旨陳述していること、ⅲ）請求者は請求期間に係る給与

明細書等を保管していない旨陳述していることから、請求者の請求期間に係る給与支給額（報

酬月額）及び厚生年金保険料控除額について、確認又は推認することができない。 

   このほか、請求者の請求期間における給与支給額及び厚生年金保険料の控除について、確認

又は推認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間

において、その主張する標準報酬月額に見合う報酬月額を支給され、その主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


